
  
 

 

 

 

 

 

 

株式会社大和総研 丸の内オフィス 〒100-6756 東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号 グラントウキョウ ノースタワー 

このレポートは投資勧誘を意図して提供するものではありません。このレポートの掲載情報は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性、完全性を保証する

ものではありません。また、記載された意見や予測等は作成時点のものであり今後予告なく変更されることがあります。㈱大和総研の親会社である㈱大和総研ホールディングスと大和

証券㈱は、㈱大和証券グループ本社を親会社とする大和証券グループの会社です。内容に関する一切の権利は㈱大和総研にあります。無断での複製・転載・転送等はご遠慮ください。

 

 2013 年 8 月 8 日 全 14 頁

純粋持株会社等における 

インサイダー軽微基準の見直し案 
 

 

金融調査部 主任研究員 

横山 淳 

 

 [要約] 

 2013 年６月 27 日、金融庁は、昨年（2012 年）の金融商品取引法改正に関する一連の政

令・内閣府令の改正案を公表した。この中に、純粋持株会社等におけるインサイダー取

引規制上の軽微基準の見直し案が含まれている。 

 具体的には、上場会社が、純粋持株会社等（有価証券報告書において関係会社に対する

売上高（製品・商品売上高を除く）が売上高の 80％以上であるもの）に該当する場合

は、インサイダー取引規制上の一定の重要事実の軽微基準を、単体ベースではなく、連

結ベースで判断することとしている。 

 金融庁は、2013 年９月上旬からの施行（施行日以後に終了する事業年度に係る有価証

券報告書から適用）を予定している。 

 

はじめに（金融商品取引法の 2012 年改正に関する政・府令案） 

2013 年６月 27 日、金融庁は「平成 24 年金融商品取引法等改正（１年以内施行）等に関する

政令・内閣府令案の公表について」（以下、政令・内閣府令案）を明らかにした1。これは、昨

年（2012 年）９月６日に成立した「金融商品取引法等の一部を改正する法律」2や、一昨年（2011

年）12 月にとりまとめられた金融審議会のインサイダー取引規制に関するワーキング・グルー

プ報告書「企業のグループ化に対応したインサイダー取引規制の見直しについて」（以下、2011

年ＷＧ報告書）3などに関連する政令・内閣府令の改正案を示したものである。 

                                 
1 金融庁のウェブサイト（http://www.fsa.go.jp/news/24/syouken/20130627-2.html）に掲載されている。なお、

2013 年 7 月 29 日までパブリック・コメント手続が行われていた。今後、寄せられた意見などをもとに、最終的

な政令、内閣府令の改正に当たって、修正等がなされる可能性もある。 
2 金融庁のウェブサイト（http://www.fsa.go.jp/common/diet/180/index.html）に掲載されている。なお、拙稿

「総合取引所などに関する金商法改正法成立」（2012 年 9 月 10 日付レポート、

http://www.dir.co.jp/research/report/law-research/securities/12091001securities.html）も参照。 
3 金融庁のウェブサイト（http://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20111215-1.html）に掲載されている。

なお、拙稿「インサイダー取引規制見直しに向けたＷＧ報告」（2012 年 2 月 9日付レポート、

http://www.dir.co.jp/research/report/law-research/securities/12020901securities.html）も参照。 

証券・金融取引の法制度 
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その主な内容をまとめると、次の通りである。 

 

(1)インサイダー取引関連 

 ①純粋持株会社等に係る重要事実（重要事実に該当しないための「軽微基準」は、単体ベー

スでなく、連結ベースの計数を基準とする） 

 ②発行者以外の者が行う公開買付けに関する公表措置（TDnet による開示を容認する） 

 ③合併又は会社分割による上場株券等の承継が、原則、インサイダー取引規制の対象とされ

たことに伴う規定の整備（「買付け等」の範囲、例外措置など） 

(2)その他 

 ④有価証券報告書等の虚偽記載に加担した外部協力者に対する課徴金の詳細など 

 ⑤投資一任契約に関する運用報告書の取扱い 

 

本稿では、これらのうち(1)①「純粋持株会社等に係る重要事実」を紹介する。 

なお、インサイダー取引規制を巡っては、本年（2013 年）も、いわゆる情報伝達行為を規制・

処罰の対象とする金融商品取引法の改正が行われているが4、これの細則などについては、今回

の政令・内閣府令案には、盛り込まれていない。 

 

 

１．政令・内閣府令案のポイントと背景 

(1)政令・内閣府令案のポイント 

今回の政令・内閣府令案では、上場会社が純粋持株会社等に該当する場合、インサイダー取

引規制上の一定の重要事実について、その軽微基準や重要基準を、単体ベースではなく、連結

ベースで判断することとしている。 

 

 

(2)見直しの背景 

(ｲ)重要事実、軽微基準、重要基準 

いわゆる会社関係者に対するインサイダー取引規制（内部者取引規制）とは、概ね、次のよ

                                 
4 拙稿「情報伝達行為等に対するインサイダー規制」（2013 年 5 月 15 日付レポート、

http://www.dir.co.jp/research/report/law-research/securities/20130515_007165.html）など参照。 



   
3 / 14 

 

 

うな内容の規制である（金融商品取引法 166 条１項）。 

 

上場会社等の会社関係者が、その職務、権利の行使、権限などにより、業務等に関する「重

要事実」を知った場合、その「重要事実」が公表された後でなければ、その会社の特定有価証

券等（株式など）の売買等をしてはならない。 

 

ここでいう「重要事実」とは、投資者の投資判断に影響を及ぼす可能性のある上場会社等の

業務等に関する事実として、金融商品取引法及びその関連法令に規定されているもののことで

ある。具体的には、次の８種類に分類されている（金融商品取引法 166 条２項）。 

 

①上場会社等の決定事実（新株発行・自己株式処分、資本金の額の減少、自己株式の取得、合

併など） 

②上場会社等の発生事実（災害に起因する損害、主要株主の異動、訴訟の提起、行政処分など） 

③上場会社等の決算に関する事実（業績予想、配当予想の修正等） 

④上場会社等のその他の重要事実（会社の運営、業務、財産に関する重要事実で、投資者の判

断に著しい影響を及ぼすもの（いわゆるバスケット条項）） 

⑤子会社に係る決定事実（子会社の合併、子会社の解散など） 

⑥子会社の発生事実（子会社の災害に起因する損害、子会社への訴訟の提起、子会社の行政処

分など） 

⑦子会社の業績変動等（子会社の業績予想の修正等） 

⑧子会社のその他の重要事実（子会社の運営、業務、財産に関する重要事実で、投資者の判断

に著しい影響を及ぼすもの（いわゆる子会社に係るバスケット条項）） 

 

もっとも、これら①～⑧に該当すれば、常にインサイダー取引規制上の「重要事実」に該当

するというわけではなく、「投資者の投資判断に及ぼす影響」という観点から一定の基準が設

けられているものがある。 

例えば、「①上場会社等の決定事実」、「②上場会社等の発生事実」の一部の事項について

は、「投資者の投資判断に及ぼす影響が軽微なもの」として一定の形式基準に該当するものを、

「重要事実」から除く（つまり、インサイダー取引規制の適用範囲から除く）こととされている

（金融商品取引法 166 条２項）。この形式基準のことを、通常、「軽微基準」と呼んでいる。 

また、「③上場会社等の決算に関する事実」に関して、上場会社等（単体）の売上高等（売

上高、経常利益、純利益）・配当、又はその上場会社等の属する企業集団（連結）の売上高等
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について、公表された直近の予想値（又は実績値）から比較して、新たな予想値（又は決算数

値）において差異が生じた場合、これが「投資者の投資判断に及ぼす影響が重要なもの」とし

て一定の形式基準に該当すれば、「重要事実」に該当することとされている（金融商品取引法

166 条２項３号）。この形式基準のことを、通常、「重要基準」と呼んでいる。 

 

(ﾛ)純粋持株会社等における問題点 

重要事実のうち、決定事実、発生事実における「軽微基準」には、一定の財務上の計数（純

資産額、売上高など）に基づいて判断されるものがある。こうした「軽微基準」の指標となる

財務上の計数は、上場会社本体の決定事実、発生事実（前記(ｲ)①②）に関しては、基本的に、

（上場会社本体の）単体ベースで定められている。 

また、「上場会社等の決算に関する事実」（前記(ｲ)③）における「重要基準」については、

前述の通り、連結ベースの売上高等の変動だけではなく、単体ベースの売上高等の変動につい

ても指標としている。 

もちろん、株主・投資者が、直接、投資しているのが、上場会社本体の株式等である以上、

こうした上場会社本体の単体ベースの財務上の計数を指標として、インサイダー取引規制上の

重要事実に該当するか否かを判断することにも、一定の合理性があることは事実であろう。し

かし、特に、上場会社が、いわゆる純粋持株会社である場合、重要事実に該当するか否かを、

（純粋持株会社の）単体ベースの財務上の計数を用いて判断することは、株主・投資者をミ

スリードする危険性がある5。すなわち、本来、純粋持株会社は、株式の所有を通じて、専ら

子会社の経営管理などを行う機能を担っている。そのため、純粋持株会社の売上高は、「グ

ループ全体の規模に比して小さなもの」6となりがちである。加えて、株主・投資者の関心

も、主としてグループの連結ベースの数値にあり、純粋持株会社本体の単体ベースの数値

については「さほど関心が高くない」7と考えられる。 

そこで、今回の政令・内閣府令案は、2011 年ＷＧ報告書の提言などを受けて、一定の要

件を満たす純粋持株会社等（「特定上場会社等」）を対象に、一定の重要事実について、そ

の軽微基準を、単体ベースを用いず、連結ベースの財務上の計数のみで判断することとしてい

るのである。 

 

 

                                 
5 拙稿「インサイダー取引規制見直しに向けたＷＧ報告」（2012 年 2 月 9日付レポート）、「純粋持株会社に

おけるインサイダー取引規制の論点」（2011 年 6 月 23 日付レポート）など参照。 

http://www.dir.co.jp/research/report/law-research/securities/12020901securities.html 
http://www.dir.co.jp/research/report/law-research/securities/11062301securities.html 
6 2011 年ＷＧ報告書 p.3。 
7 2011 年ＷＧ報告書 p.3。 



   
5 / 14 

 

 

２．具体的な改正（案）の内容 

(1)純粋持株会社等（「特定上場会社等」）の範囲 

軽微基準等について、連結ベースの計数を用いる純粋持株会社等（「特定上場会社等」）の

範囲は、次のように定められている（政令・内閣府令案に基づく「有価証券の取引等の規制に

関する内閣府令」（以下、取引等規制府令）49 条２項）。 

 

◇直近の有価証券報告書に含まれる最近事業年度の損益計算書において、 

◇関係会社（注）に対する売上高（製品売上高及び商品売上高を除く。）が 

◇売上高の総額の 80％以上を占めている。 

（注）ここでいう関係会社とは、親会社、子会社、関連会社、その会社を関連会社とする会社等（その他の関係会社）をい

うとされている（「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」８条８項）。 

 

これは、連結ベースの計数を用いるべき対象について、2011 年ＷＧ報告書の「グループ会社

から売上高（収益）の依存度に基づいて定めることが適当」8、「関係会社からの収益依存度の

水準は 80％以上とすることが適当」9といった提言を踏まえたものと考えられる。 

なお、関係会社に対する売上高から「製品売上高及び商品売上高」が除かれているのは、「上

場会社等が製品・商品を製造しその子会社が販売会社である場合等がある」10との 2011 年ＷＧ

報告書の指摘を踏まえたものと考えられる。 

 

 

(2)軽微基準・重要基準 

政令・内閣府令案の下では、純資産額や売上高などを指標とする軽微基準・重要基準につい

て、純粋持株会社等（「特定上場会社等」）の場合は、その会社（単体）ではなく、その会社

の属する企業集団、すなわち連結ベースで判断することとしている。 

具体的には、次のように定められている（政令・内閣府令案に基づく取引等規制府令 49 条１

項、50 条、51 条）。 

 

                                 
8 2011 年ＷＧ報告書 p.4。 
9 2011 年ＷＧ報告書 p.5。 
10 2011 年ＷＧ報告書 p.4。 
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①上場会社等の決定事実の軽微基準（注１） 

重要事実 軽微基準（原則） 純粋持株会社等の特例（案） 

新株発行、新株予約権発行など 払込金額総額が１億円未満 同左 

資本金の額の減少 ― ― 

法定準備金の額の減少 ― ― 

自己株式の取得 ― ― 

株式無償割当て、新株予約権無

償割当て 

割当ての割合 10％未満 同左 

株式分割 増加の割合 10％未満 同左 

剰余金の配当 変動率が 20％未満 同左 

株式交換（完全親会社化） ①次の aかつ bに該当する 

a.完全子会社の総資産の帳簿

価額が、完全親会社（単体）

の純資産額の 30％未満 

 

b.完全子会社の売上高が、完

全親会社（単体）の売上高

の 10％未満 

 

 

又は 

 

②子会社との株式交換 

①次の aかつ bに該当する 

a.完全子会社の総資産の帳簿

価額が、完全親会社の属す

る企業集団（連結）の純資

産額の 30％未満 

b.完全子会社の売上高が、完

全親会社の属する企業集団

（連結）の売上高の 10％未

満 

 

又は 

 

②子会社との株式交換 

株式交換（完全子会社化） ― ― 

株式移転 ― ― 

合併（存続会社） ①次の aかつ bに該当する 

a.合併による資産の増加額

が、会社（単体）の純資産

額の 30％未満の見込み 

 

b.合併予定日の属する事業年

度及び翌事業年度におい

て、いずれも合併による会

社（単体）の売上高の増加

額が 10％未満の見込み 

 

 

又は 

 

②完全子会社との合併 

①次の aかつ bに該当する 

a.合併による資産の増加額

が、企業集団（連結）の純

資産額の 30％未満の見込

み 

b.合併予定日の属する事業年

度及び翌事業年度におい

て、いずれも合併による企

業集団（連結）の売上高の

増加額が 10％未満の見込

み 

 

又は 

 

②完全子会社との合併 

合併（消滅会社、新設合併） ― ― 

会社分割（分割会社） ①分割に係る資産の帳簿価額

が、会社（単体）の純資産額

の 30％未満 

 

かつ 

 

②分割予定日の属する事業年度

及び翌事業年度において、い

ずれも分割による会社（単

体）の売上高の減少額が 10％

未満の見込み 

①分割に係る資産の帳簿価額

が、企業集団（連結）の純資

産額の 30％未満 

 

かつ 

 

②分割予定日の属する事業年度

及び翌事業年度において、い

ずれも分割による企業集団

（連結）の売上高の減少額が

10％未満の見込み 
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会社分割（承継会社） ①分割による資産の増加額が、

会社（単体）の純資産額の

30％未満の見込み 

 

かつ 

 

②分割予定日の属する事業年度

及び翌事業年度において、い

ずれも分割による会社（単

体）の売上高の増加額が 10％

未満の見込み 

①分割による資産の増加額が、

企業集団（連結）の純資産額

の 30％未満の見込み 

 

かつ 

 

②分割予定日の属する事業年度

及び翌事業年度において、い

ずれも分割による企業集団

（連結）の売上高の増加額が

10％未満の見込み 

事業譲渡 ①事業譲渡に係る資産の帳簿価

額が、会社（単体）の純資産

額の 30％未満 

 

かつ 

 

②事業譲渡予定日の属する事業

年度及び翌事業年度におい

て、いずれも事業譲渡による

会社（単体）の売上高の減少

額が 10％未満の見込み 

①事業譲渡に係る資産の帳簿価

額が、企業集団（連結）の純

資産額の 30％未満 

 

かつ 

 

②事業譲渡予定日の属する事業

年度及び翌事業年度におい

て、いずれも事業譲渡による

企業集団（連結）の売上高の

減少額が 10％未満の見込み 

事業譲受け ①次の aかつ bに該当する 

a.事業譲受けによる資産の増

加額が、会社（単体）の純

資産額の 30％未満の見込

み 

b.事業譲受け予定日の属する

事業年度及び翌事業年度に

おいて、いずれも事業譲受

けによる会社（単体）の売

上高の増加額が 10％未満

の見込み 

 

又は 

 

②完全子会社からの事業譲受け

①次の aかつ bに該当する 

a.事業譲受けによる資産の増

加額が、企業集団（連結）

の純資産額の 30％未満の

見込み 

b.事業譲受け予定日の属する

事業年度及び翌事業年度に

おいて、いずれも事業譲受

けによる企業集団（連結）

の売上高の増加額が 10％

未満の見込み 

 

又は 

 

②完全子会社からの事業譲受け

解散（合併による解散を除く） ― ― 

新製品・新技術の企業化 ①新製品の販売等の開始予定日

後３事業年度において、いず

れも新製品の販売等による会

社（単体）の売上高の増加額

が 10％未満の見込み 

 

かつ 

 

②新製品の販売等の開始のため

の特別支出額の合計額が会社

（単体）の固定資産の帳簿価額

10％未満の見込み 

①新製品の販売等の開始予定日

後３事業年度において、いず

れも新製品の販売等による企

業集団（連結）の売上高の増

加額が 10％未満の見込み 

 

かつ 

 

②新製品の販売等の開始のため

の特別支出額の合計額が企業

集団（連結）の固定資産の帳

簿価額 10％未満の見込み 
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業務上の提携 ①業務提携予定日後３事業年度

において、いずれも業務提携

による会社（単体）の売上高

の増加額が 10％未満の見込

み 

 

かつ 

 

②次の a～cの場合には、それぞ

れに該当すること 

a.相手方の株式等を取得する

場合 

◇新たに取得する株式等

の取得価額が会社（単

体）の純資産額と資本金

の額のいずれか少なく

ない金額の 10％未満の

見込み 

b.相手方に株式を取得される

場合 

◇相手方に取得される株

式の数が、発行済株式総

数の５％以下の見込み 

c.共同して新会社を設立する

場合 

◇新会社の設立予定日後

３事業年度の末日にお

ける（新会社の）総資産

の帳簿価額に設立時の

出資比率を乗じた額

が、いずれも会社（単

体）の純資産額の 30％未

満の見込み 

かつ 

◇同３事業年度における

新会社の売上高に出資

比率を乗じた額が、いず

れも会社（単体）の売上

高の 10％未満の見込み 

①業務提携予定日後３事業年度

において、いずれも業務提携

による企業集団（連結）の売

上高の増加額が 10％未満の

見込み 

 

かつ 

 

②次の a～cの場合には、それぞ

れに該当すること 

a.相手方の株式等を取得する

場合 

◇新たに取得する株式等

の取得価額が企業集団

（連結）の純資産額と資

本金の額のいずれか少

なくない金額の 10％未

満の見込み 

b.相手方に株式を取得される

場合 

 

同左 

 

c.共同して新会社を設立する

場合 

◇新会社の設立予定日後

３事業年度の末日にお

ける（新会社の）総資産

の帳簿価額に設立時の

出資比率を乗じた額

が、いずれも企業集団

（連結）の純資産額の

30％未満の見込み 

かつ 

◇同３事業年度における

新会社の売上高に出資

比率を乗じた額が、いず

れも企業集団（連結）の

売上高の 10％未満の見

込み 

業務上の提携の解消 ①業務解消予定日後３事業年度

において、いずれも業務提携

による会社（単体）の売上高

の減少額が 10％未満の見込

み 

 

かつ 

 

②次の a～cの場合には、それぞ

れに該当すること 

a.相手方の株式等を取得して

いる場合 

①業務解消予定日後３事業年度

において、いずれも業務提携

による企業集団（連結）の売

上高の減少額が 10％未満の

見込み 

 

かつ 

 

②次の a～cの場合には、それぞ

れに該当すること 

a.相手方の株式等を取得して

いる場合 
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 ◇取得している株式等の

帳簿価額が会社（単体）

の純資産額と資本金の

額のいずれか少なくな

い金額の 10％未満 

b.相手方に株式を取得されて

いる場合 

◇相手方に取得されてい

る株式の数が、発行済株

式総数の５％以下 

c.共同して新会社を設立して

いる場合 

◇新会社の総資産の帳簿

価額に出資比率を乗じ

た額が、会社（単体）の

純資産額の 30％未満 

 

かつ 

◇新会社の売上高に出資

比率を乗じた額が、いず

れも会社（単体）の売上

高の 10％未満 

◇取得している株式等の

帳簿価額が企業集団（連

結）の純資産額と資本金

の額のいずれか少なく

ない金額の 10％未満 

b.相手方に株式を取得されて

いる場合 

 

同左 

 

c.共同して新会社を設立して

いる場合 

◇新会社の総資産の帳簿

価額に出資比率を乗じ

た額が、企業集団（連

結）の純資産額の 30％未

満 

かつ 

◇新会社の売上高に出資

比率を乗じた額が、いず

れも企業集団（連結）の

売上高の 10％未満 

子会社の異動を伴う株式等の譲

渡・取得 

次の①又は②のいずれかに該当

する子会社（注２）の異動 

 

①次の aかつ bに該当する 

a.子会社又は新たに子会社と

なる会社の総資産の帳簿価

額が、会社（単体）の純資

産額の 30％未満 

b.子会社又は新たに子会社と

なる会社の売上高が、会社

（単体）の売上高の 10％未

満 

 

②次の cかつ dに該当する 

c.新設子会社の設立予定日後

３事業年度の末日における

総資産の帳簿価額が、いず

れも会社（単体）の純資産

額の 30％未満の見込み 

 

d.同３事業年度における新設

子会社の売上高が、いずれ

も会社（単体）の売上高の

10％未満の見込み 

次の①又は②のいずれかに該当

する子会社（注２）の異動 

 

①次の aかつ bに該当する 

a.子会社又は新たに子会社と

なる会社の総資産の帳簿価

額が、企業集団（連結）の

純資産額の 30％未満 

b.子会社又は新たに子会社と

なる会社の売上高が、企業

集団（連結）の売上高の

10％未満 

 

②次の cかつ dに該当する 

c.新設子会社の設立予定日後

３事業年度の末日における

総資産の帳簿価額が、いず

れも企業集団（連結）の純

資産額の 30％未満の見込

み 

d.同３事業年度における新設

子会社の売上高が、いずれ

も企業集団（連結）の売上

高の 10％未満の見込み 

固定資産の譲渡 譲渡する固定資産の帳簿価額

が、会社（単体）の純資産額の

30％未満 

譲渡する固定資産の帳簿価額

が、企業集団（連結）の純資産

額の 30％未満 

固定資産の取得 取得する固定資産の取得価額

が、会社（単体）の純資産額の

30％未満の見込み 

取得する固定資産の取得価額

が、企業集団（連結）の純資産

額の 30％未満の見込み 
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事業の休止・廃止 事業の休止・廃止予定日後３事

業年度において、いずれも休

止・廃止による会社（単体）の

売上高の減少額が 10％未満の

見込み 

事業の休止・廃止予定日後３事

業年度において、いずれも休

止・廃止による企業集団（連結）

の売上高の減少額が 10％未満

の見込み 

上場廃止申請、登録取消申請 ― ― 

破産手続開始などの申立て ― ― 

新たな事業の開始 ①新事業開始予定日後３事業年

度において、いずれも新事業

開始による会社（単体）の売

上高の増加額が 10％未満の

見込み 

 

かつ 

 

②新事業開始のための特別支出

額合計額が会社（単体）の固

定資産の帳簿価額の 10％未

満の見込み 

①新事業開始予定日後３事業年

度において、いずれも新事業

開始による企業集団（連結）

の売上高の増加額が 10％未

満の見込み 

 

かつ 

 

②新事業開始のための特別支出

額合計額が企業集団（連結）

の固定資産の帳簿価額の

10％未満の見込み 

いわゆる防戦買いの要請 ― ― 

預金保険法74条5項の規定によ

る申出（注３） 

― ― 

（注１）要件に該当した場合は、「重要事実」から除外される。 

（注２）連動子会社を除く。 

（注３）金融機関が、その財産をもって債務を完済することができないとき又はその業務・財産の状況に照らし預金等の払

戻しを停止するおそれがあるときに行うことを義務付けられている内閣総理大臣への申出のこと。 

（注４）図表中「○○後３事業年度」とあるのは、厳密には「○○日の属する事業年度開始の日から３年以内に開始する各

事業年度」を意味する。 

 

 

②上場会社等の発生事実の軽微基準（注１） 

重要事実 軽微基準（原則） 純粋持株会社等の特例（案） 

災害に起因する損害、業務執行

の過程で生じた損害 

損害額が、会社（単体）の純資

産額の３％未満の見込み 

損害額が、企業集団（連結）の

純資産額の３％未満の見込み 

主要株主の異動 ― ― 

上場廃止等の原因となる事実 社債、優先株に係る上場廃止原

因等となる事実が生じたこと

（普通株式の上場廃止原因等を

除く） 

同左 

訴訟の提起、判決等 ①訴えの提起の場合 

a.訴訟の目的の価額が、会社

（単体）の純資産額の 15％

未満 

かつ 

b.直ちに敗訴したとした場

合、訴えの提起後３事業年

度において、いずれも敗訴

による会社（単体）の売上

高の減少額が 10％未満の

見込み 

①訴えの提起の場合 

a.訴訟の目的の価額が、企業

集団（連結）の純資産額の

15％未満 

かつ 

b.直ちに敗訴したとした場

合、訴えの提起後３事業年

度において、いずれも敗訴

による企業集団（連結）の

売上高の減少額が 10％未

満の見込み 
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 ②判決等の場合 

c.前記①の基準に該当する訴

えについての判決等の場合

又は 

d.前記①の基準に該当しない

訴えについて訴訟の一部が

裁判によらずに完結した場

合であって、次の(ｲ)かつ

(ﾛ)に該当する 

(ｲ) 判決等により給付する

財産の額が、会社（単

体）の純資産額の３％未

満の見込み 

(ﾛ) 判決等の後３事業年度

において、いずれも判決

等による会社（単体）の

売上高の減少額が 10％

未満の見込み 

②判決等の場合 

c.前記①の基準に該当する訴

えについての判決等の場合

又は 

d.前記①の基準に該当しない

訴えについて訴訟の一部が

裁判によらずに完結した場

合であって、次の(ｲ)かつ

(ﾛ)に該当する 

(ｲ) 判決等により給付する

財産の額が、企業集団

（連結）の純資産額の

３％未満の見込み 

(ﾛ) 判決等の後３事業年度

において、いずれも判決

等による企業集団（連

結）の売上高の減少額が

10％未満の見込み 

仮処分命令（事業の差止めな

ど）の申立て、裁判等 

①仮処分命令の申立ての場合 

直ちに仮処分命令が発せられた

とした場合、申立て後３事業年

度において、いずれも仮処分命

令による会社（単体）の売上高

の減少額が 10％未満の見込み 

 

 

②仮処分命令の裁判等の場合 

裁判等の後３事業年度におい

て、いずれも裁判等による会社

（単体）の売上高の減少額が

10％未満の見込み 

①仮処分命令の申立ての場合 

直ちに仮処分命令が発せられた

とした場合、申立て後３事業年

度において、いずれも仮処分命

令による企業集団（連結）の売

上高の減少額が 10％未満の見

込み 

 

②仮処分命令の裁判等の場合 

裁判等の後３事業年度におい

て、いずれも裁判等による企業

集団（連結）の売上高の減少額

が 10％未満の見込み 

行政庁による法令に基づく処分

（免許の取消など） 

処分後３事業年度において、い

ずれも処分による会社（単体）

の売上高の減少額が 10％未満

の見込み 

処分後３事業年度において、い

ずれも処分による企業集団（連

結）の売上高の減少額が 10％未

満の見込み 

親会社の異動 ― ― 

債権者等による破産手続開始の

申立て等 

― ― 

手形等の不渡り等 ― ― 

親会社に係る破産手続開始の申

立て等 

― ― 

債権の取立不能、取立遅延 売掛金、貸付金その他の債権又

は求償権について債務不履行の

おそれのある額が、会社（単体）

の純資産額の３％未満の見込み

売掛金、貸付金その他の債権又

は求償権について債務不履行の

おそれのある額が、企業集団（連

結）の純資産額の３％未満の見

込み 

主要取引先との取引の停止 取引停止後３事業年度におい

て、いずれも取引停止による会

社（単体）の売上高の減少額が、

10％未満の見込み 

取引停止後３事業年度におい

て、いずれも取引停止による企

業集団（連結）の売上高の減少

額が、10％未満の見込み 

債務免除等の金融支援 債務免除等の額が、会社（単体）

の債務総額の 10％未満 

債務免除等の額が、企業集団（連

結）の債務総額の 10％未満 
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資源の発見 資源の採掘・採取開始後３事業

年度において、いずれもその資

源を利用する事業による会社

（単体）の売上高の増加額が

10％未満の見込み 

資源の採掘・採取開始後３事業

年度において、いずれもその資

源を利用する事業による企業集

団（連結）の売上高の増加額が

10％未満の見込み 

取扱有価証券指定取消しの原因

となる事実 

優先株に係る指定取消原因とな

る事実が生じたこと（普通株式

の指定取消原因を除く） 

同左 

（注１）要件に該当した場合は、「重要事実」から除外される。 

（注２）図表中「○○後３事業年度」とあるのは、厳密には「○○日の属する事業年度開始の日から３年以内に開始する各

事業年度」を意味する。 

 

 

③上場会社等の決算に関する事実（重要基準（注）） 

重要事実 重要基準（原則） 純粋持株会社等の特例（案） 

売上高（予想）の修正等 単体又は連結で変動率が 10％

以上 

連結で変動率が 10％以上 

経常利益（予想）の修正等 単体又は連結で①かつ②に該当

する 

①変動率が 30％以上 

②変動幅が前事業年度末の純資

産額と資本金の額のいずれか

少なくない金額の５％以上 

連結で①かつ②に該当する 

 

①変動率が 30％以上 

②変動幅が前事業年度末の純資

産額と資本金の額のいずれか

少なくない金額の５％以上 

純利益（予想）の修正等 単体又は連結で①かつ②に該当

する 

①変動率が 30％以上 

②変動幅が前事業年度末の純資

産額と資本金の額のいずれか

少なくない金額の 2.5％以上

連結で①かつ②に該当する 

 

①変動率が 30％以上 

②変動幅が前事業年度末の純資

産額と資本金の額のいずれか

少なくない金額の 2.5％以上

剰余金の配当（予想）の修正等 （単体で）変動率が 20％以上 同左 

（注）前記①、②の軽微基準と異なり、ここでは要件に該当した場合に「重要事実」となる。 

 

 

(3)子会社に関する重要事実 

今回の政令・内閣府令案では、子会社に関する重要事実については、特段、純粋持株会社等

のための特例は設けられていない。これは、現行制度の下でも、「子会社に係る決定事実」や

「子会社の発生事実」の軽微基準は、原則、連結ベースで設計されており、「子会社の業績変動

等」は、そもそも上場子会社などに適用対象が限定されているためと思われる。 

ただし、直接、純粋持株会社等と関係するものではないが、子会社に関する重要事実の軽微

基準について、次のような見直しが盛り込まれている。 

 

①業務上の提携、解消 

子会社における「業務上の提携」に関する軽微基準について、次のような見直しが予定され
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ている（政令・内閣府令案に基づく取引等規制府令 52 条１項７号）。同様の見直しは、子会社

における「業務上の提携の解消」についても予定されている（同 52 条１項８号）。 

 

子会社に関する重要事実 軽微基準（現行） 改正案 

業務上の提携 ①業務提携予定日後３事業年度に

おいて、いずれも業務提携によ

る企業集団（連結）の売上高の

増加額が 10％未満の見込み 

 

かつ 

 

②次の a～cの場合には、それぞれ

に該当すること 

a.相手方の株式等を取得する場

合 

◇新たに取得する株式等の取

得価額が企業集団（連結）

の純資産額と資本金の額の

いずれか少なくない金額の

10％未満の見込み 

b.相手方に株式を取得される場

合 

◇相手方に取得される（子会

社）株式の数が、子会社の

発行済株式総数の５％以

下の見込み 

 

 

c.共同して新会社を設立する場

合 

◇新会社の設立予定日後３事

業年度の末日における（新

会社の）総資産の帳簿価額

に設立時の出資比率を乗じ

た額が、いずれも企業集団

（連結）の純資産額の 30％

未満の見込み 

かつ 

◇同３事業年度における新会

社の売上高に出資比率を乗

じた額が、いずれも企業集

団（連結）の売上高の 10％

未満の見込み 

①同左 

 

 

 

 

かつ 

 

②次の a～cの場合には、それぞれ

に該当すること 

a.相手方の株式等を取得する場

合 

 

同左 

 

 

 

b.相手方に株式を取得される場

合 

◇相手方に取得される（子会

社）株式の取得価額が、企

業集団（連結）の純資産額

と資本金の額のいずれか

少なくない金額の 10％未

満の見込み 

c.共同して新会社を設立する場

合 

 

同左 

 

（注）図表中「○○後３事業年度」とあるのは、厳密には「○○日の属する事業年度開始の日から３年以内に開始する各事

業年度」を意味する。 

 

つまり、子会社の業務提携（その解消）であって、業務提携の相手方が子会社株式を取得す

る（取得している）場合の軽微基準について、現行制度の下では子会社に対する持分割合（５％

以下）が判断基準とされている。これが、政令・府令案では、連結ベースで見た子会社に対す



   
14 / 14 

 

 

る出資額の大きさ（連結ベースの純資産額と資本金の額のいずれか少なくない金額の 10％未

満）を判断基準とすることとしている。 

その結果、理論上は、小規模な子会社に対するものであれば、５％超の出資であっても、相

手方に取得される子会社株式の取得価額が小さいことから、連結ベースで見た影響が限定的で

あるとして、軽微基準が適用される（つまり、重要事実に該当しない）可能性がある。他方、

重要性の高い子会社については、５％以下の出資であっても、相手方に取得される子会社株式

の取得価額も大きなものとなり、連結ベースでみた影響が無視できないとして、軽微基準が適

用されない（つまり、重要事実に該当する）可能性があるものと考えられる。 

 

②新製品・新技術の企業化など 

子会社における「新製品・新技術の企業化」に関する軽微基準のうち、売上高に関する部分

について、次のような見直しが予定されている（政令・内閣府令案に基づく取引等規制府令 52

条１項６号）。同様の見直しは、子会社における「事業の休止・廃止」、「新たな事業の開始」、

「訴訟の提起、判決等」、「仮処分命令の申立て、裁判等」、「法令に基づく処分」、「主要取

引先との取引の停止」、「資源の発見」についても予定されている（同 52 条１項 10、11 号、

53 条１項２、３、４、６、８号）。 

 

現行 改正前 

……売上高の増加額（減少額）が当該上場会社等

の属する企業集団の最近事業年度の売上高の100

分の 10 未満…… 

……当該上場会社等の属する企業集団の売上高

の増加額（減少額）が当該企業集団の最近事業年

度の売上高の 100 分の 10 未満…… 

 

政令・内閣府令案では、軽微基準の指標（分子）となる売上高の増加額（減少額）について、

（子会社単体ベースではなく）企業集団（連結）ベースとすることと定めている。 

 

 

３．施行時期 

金融庁は、政令・内閣府令案を 2013 年９月上旬から施行することを予定している。 

ただし、見直された軽微基準・重要基準の適用対象となる純粋持株会社等（「特定上場会社

等」）に該当するか否かの判断が必要となることから、実際には、施行日以後に終了する事業

年度に係る有価証券報告書から適用することが予定されている。 

 

 




